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新しい学び舎の方向性

シュリンク ヴーカ

と の時代を生きる児童生徒に対し

自分で 深く考え スキルを活かして ⾏動できる ⼒を獲得する鍛錬を

９年間の系統性が最⼤限に生かせるカリキュラム・環境 で

学ぶため 小中一貫教育に最適な学校 の整備を目指す

AI+
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小中一貫教育の成果

平成29年小中一貫教育の導⼊状況調査（⽂部科学省）
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小中一貫校施設形態別の満⾜度

（抜粋）一体型は小学校段階と中学校段階の物理的な距離が近いため，小中一貫教育を運営しやすく，
施設的な効果も感じやすいという一般的な想定が裏付けられる形となった。また，一体型は新改築によ
り整備されている割合が⾼いため築年数が⽐較的浅く，児童生徒数あたりの保有⾯積にも⽐較的余裕が
あるため，これらも要因となっていることが考えられる。

義務教育学校等の施設計画の推進に関する調査研究報告書
（平成３０年８⽉国⽴教育政策研究所 ⽂教施設研究センター）
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学校再整備に向けて想定される課題

 平地⾯積の確保
 再整備の期間中の仮設校舎への通学
 １校約50億円の整備費
 グラウンド⾯積
 プール
 その他

平地面積
ＣＡＤ計測：１２,８７５㎡

引用元：Google社「Googleマップ」

⻑柄・堀内地区の小中一貫校イメージ

グラウンド

複合施設

新校舎

Ｎ
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学校再整備に係る期間の想定

R7 ― 1年目 2年目 3年目 4年目 ５年目 6年目 7年目 8年目

小中一貫校
建設敷地

基
本
方
針
公
表

周
知
・
調
整
機
関

解体

敷地造成・新校舎建設等
施設一体型
小中一貫校
スタート

基本計画・
支援業務

プロポーザ
ル・設計施
工一括

工事監理業務

仮設校舎
建設敷地

建設 仮設校舎借り上げ 解体

設計 工事監理
業務



7葉 ⼭ 町 教 育 委 員 会 教 育 総 務 課
Board of Education General Affairs Division

新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について
（令和4年3⽉学校施設の在り方に関する調査研究協⼒者会議）

新しい時代の学びを実現する学校施設
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学校施設の再整備に向けた取組の流れ

R4
ヒントを集める・準備する

夢を語る
R5

R6
夢を方針に変換する
町制100周年

 スクールミーティング（PTA）
 リノベーション可能性調査 など

R7〜

 第四次教育総合プラン
 学校施設の再整備に関する方針の公表 など

 学校の再整備に向けた
具体的な取り組み
（中⻑期）

夢をかたちにしていく

 スクールミーティング（学校運営協議会）
 学校施設あり方検討委員会の設置 など
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小中一貫教育等のこれまでの経過概要

小中一貫教育の
必要性・有効性
に関する検討・
周知を先⾏させ
る方針に基づき
実施してきた
主な取組

 令和２年9⽉4日「小中一貫教育在り方検討会議」を設置し、小中一貫教育の検討スタート
 令和３年度「小中一貫教育推進会議」「小中一貫教育推進ブロック会議」を設置し、推進を加速
 令和３年度末、学校教育シンポジウム「Society5.0時代の教育展望と小中一貫教育」を開催（94名参加）
 令和４年度「小中一貫教育推進会議」を継続設置、「はやま科研究会」を設置し、探究学習を強化
 令和４年度南中ブロック学校運営協議会設置
 令和４年度、各校のPTA役員を対象にスクールミーティングを開催（延べ99名参加）
 令和４年度末、学校教育シンポジウム「私たちの望む未来（Future We Want）の実現に向けて」を開催

（104名参加）
 令和５年度「楽校改⾰戦略会議」「教育委員会・学校連携プラットフォーム」の設置
 令和５年度葉中ブロック学校運営協議会設置
 令和４年度から、葉⼭町ＰTA連絡協議会、各校のPTAの役員会議、学校運営協議会に参加し、小中一貫教

育の必要性・有効性を説明

施設一体型
小中一貫校の
必要性・有効性
に関する周知

 令和5年6⽉、議員懇談会で小中一貫教育及び施設一体型小中一貫校の必要性・有効性を説明
 令和５年度から、PTAを含む学校運営協議会で施設一体型小中一貫校の必要性・有効性を確認
 令和5年8⽉、意⾒交換会で施設一体型小中一貫校の整備を目指すことを説明
 令和5年11⽉、神奈川新聞で小中一貫校整備について６⽉議会で説明した内容で記事掲載
 令和5年11⽉「未来の楽校を考えるワークショップ」を開催（53名参加）

＊詳細は「楽校をつくる取組一覧」参照

小中一貫教育の必要性・有効性は十分に浸透している
→令和6年度から実現化のフェーズへ
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施設系（前提①）学校施設の⽼朽化の状況

学校 竣工年⽉日 築年数
（令和５年4⽉１日時点）

葉⼭小学校 昭和45年3⽉31日 53年

上⼭口小学校 昭和47年7⽉31日 50年

⻑柄小学校 昭和51年3⽉31日 47年

一色小学校 昭和44年3⽉31日 54年

葉⼭中学校 昭和58年3⽉31日 40年

南郷中学校 昭和56年1⽉31日 42年

本校舎

⻑柄小学校給排⽔

出典︓劣化診断調査（令和元年度実施）

葉⼭中学校屋上防⽔
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施設系（前提②）児童生徒数の将来推計

※令和５年５⽉１日現在の児童生徒数に年少⼈口の減少率（第四次葉⼭町総合計画後期基本計画⼈口推計）を乗じて算出
※上限の設定︓小学校35⼈×18学級＝630⼈、中学校40⼈×9学級＝360⼈、合計990⼈（⽂科適正規模︓小中18学級、義務教育27学級）
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施設系（前提③） ⻑寿命化計画（個別施設計画）

（６）⻑寿命化の実施計画

①改修等の優先順位付けと実施計画
今後の学校施設の改修等に関する優先順位付けの考え
方を示した上で，今後の改修等の内容や時期，費用等
を整理し，年次計画を策定する。計画策定時点におい
て，個々の施設に係る規模・配置計画等の方針が⽴っ
ていない場合には，今後の検討を踏まえ，改訂のタイ
ミングで計画に反映する。

②⻑寿命化のコストの⾒通し，⻑寿命化の効果
計画に従って⻑寿命化を⾏った時のコストの⾒通しを
明らかにする。また，改築中心の場合とのコストの⽐
較・評価を⾏い，⻑寿命化の効果を明らかにする。そ
の他，必要に応じて定性的な評価も⾏う。

出典︓学校施設の⻑寿命化計画策定に係る⼿引（⽂部科学省）
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R1施設系① 令和元年度劣化診断調査結果

学校 30年間の修繕・更新費⽤ 最小限更新費
葉⼭小学校 30億円 約8.6億円

上⼭口小学校 23億円 約7.6億円
⻑柄小学校 33億円 約10.5億円
一色小学校 24億円 約8.9億円
葉⼭中学校 36億円 約10.6億円
南郷中学校 30億円 約10.9億円

合計 176億円 約57.1億円
出典︓劣化診断調査（令和元年度実施）

全校修繕は不適当
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R1施設系② 令和元年度劣化診断調査結果（サマリ）

出典︓劣化診断調査（令和元年度実施）

基準 2020

1 1 葉山小学校 校舎（教室棟) 1 1 小学校 校舎 RC 3 2,557 1971 S46 49 旧 済 済 2001 - 長寿命 D D C C C 29 H2002　補強済

2 2 葉山小学校 校舎（管理・教室棟） 2 2 小学校 校舎 RC 3 2,511 1972 S47 48 旧 済 済 2001 - 長寿命 D D C C C 29 H2002　補強済

3 3 葉山小学校 体育館 3 3 小学校 体育館 S 2 760 1973 S48 47 旧 済 済 - - 長寿命 B B D C C 42 H2007　補強済

4 4 葉山小学校 給食室 4 4 小学校
給食セン

ター
RC 1 294 1978 S53 42 旧 - - - - 要調査 C C C C C 40 耐震化未確認

5 5 葉山小学校 プール付属棟 5 5 小学校 その他 RC 1 89 1975 S50 45 旧 - - - - 要調査 D D C C C 29 耐震化未確認

6 6 上山口小学校 校舎(教室棟) 6 6 小学校 校舎 RC 3 830 1979 S54 41 旧 済 済 1996 - 長寿命 B C C C C 43 H2006　補強済

7 7 上山口小学校 校舎（管理・教室棟） 7 7 小学校 校舎 RC 3 2,651 1972 S47 48 旧 済 済 2004 - 長寿命 B C C C C 43 H2006　補強済

8 8 上山口小学校 体育館 8 8 小学校 体育館 S 2 759 1977 S52 43 旧 済 済 2008 - 長寿命 D C D C C 26 H2010　補強済

9 9 上山口小学校 給食室 9 9 小学校
給食セン

ター
RC 1 180 1974 S49 46 旧 - - - - 要調査 C D C C C 31 耐震性あり

10 10 上山口小学校 プール付属棟 10 10 小学校 その他 RC 1 90 1978 S53 42 旧 - - - - 要調査 D B B C C 61 耐震化未確認

11 11 長柄小学校 校舎（管理・普通教室・トイレ棟） 11 11 小学校 校舎 RC 3 4,868 1976 S51 44 旧 済 済 2007 - 長寿命 A D D C C 25 H2009　補強済

12 12 長柄小学校 校舎(増築教室棟） 12 12 小学校 校舎 RC 3 577 1980 S55 40 旧 済 済 2007 - 長寿命 A D D C C 25 H2009　補強済

13 13 長柄小学校 体育館 13 13 小学校 体育館 S 2 1,002 1979 S54 41 旧 済 済 1997 - 長寿命 D B D C C 36 H2009　補強済

14 14 長柄小学校 プール付属棟 14 14 小学校 その他 RC 1 143 1977 S52 43 旧 - - - - 要調査 D D B C C 42 耐震化未確認

15 15 長柄小学校 渡り廊下 15 15 小学校 その他 S 2 83 1991 H3 29 新 - - - - 長寿命 A D C C C 37

16 16 一色小学校 校舎(管理・教室棟） 16 16 小学校 校舎 RC 3 4,652 1969 S44 51 旧 済 済 1995 - 長寿命 B C C C C 43 H2003　補強済

17 17 一色小学校 校舎(増築教室棟） 17 17 小学校 校舎 RC 3 990 1977 S52 43 旧 済 済 2011 - 長寿命 B C C C C 43 H2013　補強済

18 18 一色小学校 体育館 18 18 小学校 体育館 S 2 1,020 1995 H7 25 新 済 済 1996 - 長寿命 C D C C C 31

19 19 一色小学校 プール付属棟 19 19 中学校 その他 RC 1 57 1983 S58 37 新 - - - - 要調査 C C B C C 53 耐震化未確認

20 20 葉山中学校 校舎 20 20 中学校 校舎 RC 3 6,651 1983 S58 37 新 - - - - 長寿命 D D C C C 29

21 21 葉山中学校 体育館 21 21 中学校 体育館 RC 2 1,281 1984 S59 36 新 - 済 - - 長寿命 D B C C C 48

22 22 葉山中学校 プール付属棟 22 22 中学校 その他 RC 1 231 1983 S58 37 新 - - - - 長寿命 C B C C C 50

23 23 南郷中学校 校舎 23 23 中学校 校舎 RC 3 5,533 1981 S56 39 旧 済 済 2008 - 長寿命 A D C C C 37 H2010　補強済

24 24 南郷中学校 体育館 24 24 中学校 体育館 RC 2 1,318 1982 S57 38 新 済 済 2008 - 長寿命 B D C C C 34 H2010　補強済

25 25 南郷中学校 プール付属棟 25 25 中学校 その他 RC 1 166 1981 S56 39 旧 - - - - 要調査 B D A C C 57 耐震化未確認

劣化状況評価

屋
根
・
屋
上

外
壁

内
部
仕
上

備考
電
気
設
備

機
械
設
備

健全度
（100点

満点）

建物基本情報

通し
番号

学校
調査
番号

用途区分 耐震安全性

建物用途
階数

建築年度

施設名 建物名 棟番号
固定資
産台帳
番号 学校種別

構造
延床
面積
（㎡） 西暦 和暦

築年
数

構造躯体の健全性

試算上
の区分

基準 診断 補強
調査
年度

圧縮
強度
（N/㎟）

長寿命化判定

建物情報一覧表
：築30年以上：築50年以上

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある
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R4施設系① 調査結果及びリノベーション可能性評価

校舎
（教室棟）

校舎
（管理棟）

給食室 屋内運動場 本校舎 増築校舎 給食室 屋内運動場 校舎 屋内運動場

コア採取による試験

〇
設計基準を上
回る数値

△
設計基準強度
を若干下回る

数値

〇
設計基準強度
を上回る数値

〇
設計基準強度
を上回る数値

〇
設計基準を上
回る数値

〇
設計基準を上
回る数値

〇
設計基準を上
回る数値

〇
設計基準を上
回る数値

〇
設計基準を上
回る数値

〇
設計基準を上
回る数値

反発度法による試験
〇

設計基準を上
回る数値

〇
設計基準を上
回る数値

− 〇
設計基準を上
回る数値

〇
設計基準を上
回る数値

〇
設計基準を上
回る数値

− − − −

〇
ほとんど中性
化の進行は認
められない

〇
ほとんど中性
化の進行は認
められない

〇
ほとんど中性
化の進行は認
められない

△
比較的中性化
の進行が認め

られる

〇
ほとんど中性
化の進行は認
められない

〇
ほとんど中性
化の進行は認
められない

〇
ほとんど中性
化の進行は認
められない

△
比較的中性化
の進行が認め

られる

△
比較的中性化
の進行が認め

られる

△
比較的中性化
の進行が認め

られる

1.58kg/㎥ 0.13kg/㎥ 0.05kg/㎥ 0.74kg/㎥ 0.97kg/㎥ 0.09kg/㎥ 0/07kg/㎥ 0.06kg/㎥ 0.18kg/㎥ 0.07kg/㎥

6.12% 5.33% 4.92% 4.92% 4.85% 4.78% 5.99% 5.62% 5.70% 6.45%

〇
縦・横：Ⅰ

〇
縦・横：Ⅰ

〇
縦・横：Ⅰ

△
縦：Ⅱ
横：Ⅰ

〇
縦・横：Ⅰ

〇
縦・横：Ⅰ

〇
縦・横：Ⅰ

〇
縦・横：Ⅰ

〇
縦・横：Ⅰ

〇
縦・横：Ⅰ

無（外壁） 無（外壁） − − 無（外壁） 無（外壁） − − − −

可能性「有」 可能性「有」 可能性「有」

葉山小学校 一色小学校 葉山中学校              学校・棟

  調査項目

リノベーション可能性評価

圧縮強度試験

アスベスト分析調査

鉄筋腐食度調査
（グレード）

中性化深さ測定調査

塩化物イオンの試験
（40~60mmの深さの塩化物イオン量）

含水率測定調査
（50~75mmの深さの質量含水率）

リノベーション可能性「有」

出典︓学校建物躯体・リノベーション調査（令和４年度実施）
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R4施設系② リノベーション＋増築シミュレーション

葉⼭小学校パターン 一色小学校パターン

グラウンド⾯積
1,904㎡グラウンド⾯積

3,922㎡
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R4施設系③ リノベーション可能性全体所⾒
既存施設のリノベーション＋増築 解体後の新築

評価 説明 評価 説明

仮設校舎 × 仮設校舎が必要 △
既存校舎を使用し、仮設校舎を建設しない
ことも可能。既存校舎を使用できる場合、
児童・生徒の負担が少ない

配置計画 × 制約あり 〇 ゾーニングしやすく利便性の向上が図りや
すい

内部
レイアウト × 制約あり 〇 制約がなく、新しい学びの環境を実現しや

すい

グラウンド
⾯積 × 既存⾯積より減少 〇 既存グラウンドと同⾯積程度を確保できる

工 期 〇 新築に⽐べ工期短縮が可能 － 建築に一般的に3年〜4年程度
（解体を含む）かかる

使用可能
年数 × RCの場合、通算80年が限度となるため、

築50年の施設は、30年しか使用できない 〇 適切な維持管理により80年使用可能

費 用 〇 新築の8割程度（３校平均82％） － －

国庫補助 △ 学校施設環境改善交付⾦
＜⻑寿命化改修＞補助率1/3 〇 公⽴学校施設負担⾦

＜新増築＞補助率1/2

その他 △ 新築に⽐べ廃棄物が少ない × 廃棄物が多く発生する。

葉⼭では新築が最適
出典︓学校建物躯体・リノベーション調査（令和４年度実施）
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分離型の小中一貫校と義務教育学校
 

制度上の形態 概要 
施設の形態 

一体型 隣接型 分離型 

小
中
一
貫
校
（
一
般
的
な
呼
称
） 

中学校併設型小学校 
 

及び 
 

小学校併設型中学校 

 義務教育段階を通じて目指すこども像を共有する、同一の設置者による小学

校と中学校（いずれも学校数を問わない）が、9 年間を通じた系統的な教育

課程を編成し、小中一貫した教育を行う形態の一つ。 
 

 これに含まれる小学校・中学校は、あくまでも組織上独立した学校（それぞ

れに校長と教職員組織を有する）だが、上記の教育内容から「小中一貫校」

（その最初の段階）と称することは十分可能。 
 

 上記の小中一貫校制度を施行するには、小学校・中学校とも、それにふさわ

しい運営の仕組み（関係校を一体的にマネジメントする組織（例：△△学園

等）の設置等）を整えることが必要。 
 

 一貫教育の軸となる新教科等の創設や、学校段階間での指導内容の入れ替え

等、一貫教育の実施に必要な教育課程の特例の実施が設置者の判断によって

認められる。 

〇 〇 〇 

義務教育学校 

 小学校・中学校とは異なる一つの「校種」であり、一人の校長と一つの教職

員組織によって運営される単独の学校。 
 

 「中学校併設型小学校」及び「小学校併設型中学校」と並んで、義務教育段

階を通じて目指すこども像を共有しつつ、９年間を通じた系統的な教育を行

う形態。 
 

 義務教育９年間にわたる単一の学校目標を持ち、９年間の系統性を十分確保

した教育課程を編成する学校。 
 

 小中一貫教育の深化が図りやすい「小中一貫校」の最終的な形態。 

〇 〇 〇 

 

（H28年学校教育法改正
により制度創設）
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ここまでのまとめ
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平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

学校教育法改正
「義務教育学校」

制度創設

１. 教育に係る検討
葉
⼭
町
で
は
、

義
務
教
育
学
校
の
整
備
が
最
適

R１ 劣化診断

全校修繕は不適当

R４ リノベーション可能性調査

葉⼭では新築が最適

R２より
新しい社会・新しい学びに対応
するため小中一貫教育の研究を
スタート

現在
学校で小中一貫教育の必要性・
有効性が理解され、取組が
加速・多様化し始めている

２. 学校施設に係る検討

３. 義務教育学校の数
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今後の取組の流れ（案）
令和５年12月まで 令和6年4月〜令和7年6月（予定）

令和５年度までの取組を踏まえ、
基本構想・基本計画をまとめる
段階（内容は以下のとおり）

小中一貫教育及び小中一
貫校の必要性・有効性が
教育委員会と学校で理
解・共有され、保護者・
地域住⺠等にも周知され
ている

 義務教育学校整備に係る
コンセプト

 学区
 候補地

基
本
設
計

PFI
導
入
可
能
性
調
査

実
施
設
計

工
事

これまでの取組
（R2〜5年度）

〈基本構想〉

 教室数・特別教室数・その他
どのようなスペースを設ける
かの計画

 配置計画図・平面計画図等の
作成

 事業費
 スケジュール

〈基本計画〉

保護者・地域住⺠等との協働も
新たな段階へ
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今後の推進体制（案）

町長 議会

教育委員会

学校施設再整備を中心的
に進める役割を担う

学校運営協議会

 学校運営・施設利用に関するニーズやアイ
ディアを把握し、基本構想・基本計画・基
本設計に可能な限り反映する

 学校運営協議会は「社会（地域）に開かれ
た教育課程」をつくる要となる組織で、学
校再整備についても、この会議で継続的に
検討する

 この会議は、①学校教育に関する知識を有
する者、②学校運営に資する活動を行う者、
③地域住民、④保護者、⑤校長・教頭で構
成されているため学校再整備に係るニーズ
やアイディアを把握する場として適してい
る

学校施設あり方検討委員会

 施設一体型小中一貫校の整備に関する基本的な
考え方（施設一体型小中一貫校という方針の妥
当性・学区・候補地・整備シナリオ等）につい
て審議

 委員は１０名以内

学校再整備検討会（学校再整備準備会）

 学校運営協議会よりも多くの関係者の参加を
求め、ニーズやアイディアを把握することに
よって、事業のプロセスの透明性・公平性を
確保し、町民の納得度を高める

 集めたニーズ等は学校施設あり方検討委員会
や学校運営協議会と共有する

 企画としては、ワークショップ・イベント・
社会実験等を想定（参加は自由）

 R6は全町単位での検討を中心に、R7以降は
中学校単位での検討を中心に進める

 R6の企画は３～５回開催する

楽校改革戦略会議

すべての小中学校の校長と教育委員会で構成
する会議で、学校再整備について適時説明す
るほか、今日的な教育課題について協議する

学校再整備に係るアドバイザー

大学教授1～２名を想定

検討を全体的にまとめる
ワークショップ・イベント等の支援

学校（教員）と協議

中学校単位で学校・保護者等が協議 全町的に町⺠の意⾒を把握


